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認知症高齢者の在宅生活継続を支えるための

ケアシステムに関する文献的考察

祝原あゆみ 。吾郷ゆか り

概  要
介護負担が大きい認知症高齢者に焦点を当て,地域での在宅生活を継続するた

めに必要な条件について検討しケアシステムについて考察することを目的に23作

の文献を検討した。

認知症初期段階において,高齢者の状態は変化しやすく介護者の戸惑いも大き
いため, この時期の支援が後の生活を左右すると考えられた。また,介護者の在
宅介護継続要因は「問題行動」「介護に必要な情報」「ADL依 存度」「理解者・介
護代替者の存在」に分類された。認知症高齢者の在宅生活継続のためのケアシス

テムは,発症後早期からの適切な対応,保健医療福祉の専門職だけでなく,地域

全体で認知症を理解し,支えていくことが重要であると思われた。
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I.は じめに
に焦点を当て,既存の文献より,高齢者が住み

慣れた地域で在宅生活を継続させるために必要

な条件について検討し,その生活を支えるケア

島根県の調べによると,島根県の高齢化率 (平   システムについて考察することを目的とする。
成20年 10月 1日 現在の推計)は28.6%,2000年

を中心年とした平均寿命は男性77.76歳 ,女性
85,26歳 と伸び続けおり,全国でも高齢化が進

Ⅱ.用語の定義

んでいる県である。後期高齢者人口の割合も全   1.認 知症と痴果
国的に増加傾向である。また,核家族化により   「認知症」については,以前は「痴呆」とい
独居高齢者をはじめとする高齢者のみの世帯が  う用語が用いられていたが,2004年 12月 24日付
増え,老老介護も増加している。 で行政用語を「認知症」と改める通知が出され,

医療制度改革や介護保険法改正等の流れの中  現在では「認知症」を用いるのが一般的である。
で在院日数が短縮化され,療養場所が在宅へ移   今回の文献検討で使用した文献において,2004
行してきているが,特に認知症については常時  年以前に発表された文献には「痴呆」が用いら
支援が必要であることが多いために介護者の負   れていたが,本稿では文献から引用する場合を
担が大きい。認知症は加齢に伴って増加するた  除き,「認知症」を用いることとする。
め,平均寿命の伸びと後期高齢者の増加によっ  2.介 護者
て認知症高齢者は今後ますます増加すると予想    文献から引用する場合を除き,認知症高齢者
される。認知症になっても高齢者とその家族が   を在宅で主に介護している家族員を「介護者」
安心して在宅生活を続けていくためには,地域   とする。ヘルパー等の専門職は含まない。
における充分なサポートが必要である。

本研究では認知症高齢者 (以後高齢者とする)

本研究は,本学平成20年度特別研究費の助成
を受けて実施した。
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表 1 文献の主な対象または内容による分類  n=23

文献の対象者または内容 文献数

高齢者への支援

介護者への支援
l

高齢者介護のためのケアシステム

表2 対象とした文献の一覧 <高齢者への支援>
岡

侶

Ｘ

番 表題
発蒸

年 調査目的 対象者 結果・結論

1 訪問君護におけるク
ア内容とケア手法に
関する解析

65歳以上の訪問看護利用者のC
生活状況②訪問看護のケア内容
③訪問看護のケア手法を明らか
にし、痴呆の程度により特有な
ニーズの把握と適切な看護活動
を明確にする。

訪問看護ステー
ションに勤務する
看護師

高齢者の日常生活状況は、全体的に目立反が低かつたが、特
に痴呆中等度および高度群はほぼ企介助を必要としていた。
セルフケアの看護活動は、痴果の程度が進行するに伴いその

実施率も増加しており、日常生活における援助の必要性が示
された。

万問看護利用者 にお

するア ウ トカム変化
つ検討

任宅クア利用者のアウトカム

(訪問看護利用者の 2時点の健
康状態)において、 2か月間で
改善しやすい項目と悪化しやす
い項目を明らかにし、日常生活
自立度、痴呆の程度などを考慮
した予測的ケアを可能にする。

訪間君護利用者と
その家族

アゥトカムが改吾しやすい項日は扁みの問題、介護者の身体
的・精神的疲労などがあり、 2か月でアウトカムが悪化しや
すい項目は排泄に関する項目が多い。 IADL(冷 暖房管理
や安全管理)に関する項目は 2か月では変化は少なく、長期
的な観察が必要である。
アウトカムの変化には日常生活自立度が影響しており、自立

度低群よりも自立度高群の方が 2か月間での変化が大きいこ
とが明らかになった。

仕毛獅呆性局師有の
ニーズをもとにした
アセスメントの留意
点

在宅痴呆性高齢者支援のために
必要なアセスメント項目を明ら
かにし、アセスメントの際の留
意点について検討する。

クド護文抜半円貝 、

サー ビス事業者

在宅痴呆性高齢者に対するアセスメン トは、既存のアセスメ
ント表に不足していると考えられる項目や現在の生活状態や
過去の生活背景、痴呆の原因疾患や身体的機能をアセスメン

トすること、対象数が少ないニーズでもアセスメント項目を
関連付けてニーズを捉えていく工夫をすること等が重要と考
えられた。

異クド護 局齢有 の任宅

生活継続 に関す る影

鬱要因 とケアの視点

住毛安ク「破同師石1/星熊択悪υフ

改善・維持・悪化予防、介護者
の介護負担の改善および過剰真
担の予防に対し、在宅要介護高
齢者の自立支援を促進するケア
の視点を提言する。

介護休 1貝サー ビス

を利用す る要介護

高齢者

在宅生佑継続 に関わ る条件 には、41用なお よび介護な の身答

能力 と判断力の高 さが関連 していた。特 に要介護 2・ 3の 高
齢者群では認知能力が在 宅生活継続 に密接 に関わつていた。

Ⅲ.方法

1.文献収集
データベースとして「医学中央雑誌Web版

Ver.4」「社会老年学文献データベース :Dial」

「MAGAZINEPLUS」 を利用した。できるだけ

多くの文献を収集するため,対象文献を介護保
険制度導入直前に当たる1999年から2008年 まで

の10年間に発表されたものとした。

「認知症」「在宅看護」「地域看護」をキーワー

ドとして31件 を抽出し,別途「医学中央雑誌
WebttVer.4」 で「認知症」「地域ケアシステム」

のキーワードにより14件 ,「社会老年学文献デー

タベース :Dial」 で「ケアシステム」のキーワー

ドにより21件を抽出した。

分析の対象を原著論文および研究報告とし,

抽出した合計66件の文献の中から,在宅の認知
症高齢者や認知症高齢者を介護している家族の

支援をテーマとしているもの,認知症の在宅ケ

アシステムについての検討・報告の計23件に絞

り込んだ。

2.検討方法
絞り込んだ文献を対象として読み込み,書か

れている内容を抽出して一覧表を作成した。傾

向が類似するものごとに3つ に分類し,それぞ

れの内容を検討した。検討結果をもとに,認知

症高齢者が在宅生活を継続させるためのケアシ

ステムについて考察した。

Ⅳ.結果

検討の対象とした文献は,主 な研究対象や

内容によって「高齢者への支援」に関するもの,

「介護者への支援」に関するもの,「高齢者介護

のためのケアシステムJに関するものの3つ に

分類された (表 1)。 ただし,高齢者本人への

支援と介護者への支援は関係性が深いため,両

者について関連させて述べられている文献が多

かった。
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表3 対象とした文献の一覧 <介護者への支援>
碑

異

更

残 表題 簿
年

調査目的 対象者 結果 ,結論

1 却禾1生凸,市石υノ仕七
年護長期継統と介護
中断に影響する因子
の検討

200を 卿木1■励NIJ rHと な灰ク「殻ね
4c H7

り巻く背景事情を調査し、在完
介護が困難になる要因を明確イセ
し今後の看護・介護支援策を拶
討する。

以前在宅生活をし
ていたが現在は療
養病棟に入院して
いる痴呆性高齢者
の介護者、在宅
サービス等を利用
しながら痴呆性高
齢者の在宅介護を
継続している介護
者

介護中断群の舟入院の選出は要ラド.tF者の状態悪化と介護者の

介護限界が多く、介護限界を理由にした者の多くは負担感が

高かつた。痴呆性高齢者の在宅介護を中断して再入院に踏み
切つた要因は、①介護代誉者不在②不十分な家庭外サービス

の利用③制約感の強さ、の 3要因とその他様々な要因が複雑
に絡み合っていることが明らかになつた。

詢向有再部甲刀`ら坊と7こ
介護者の介護負担の

実態

訪間石護 サー ビスを利用 してし

る要介護者 を介護す る家族介認

者の現状 を把握す る。

介護保険による訪
問看護サービス利
用者とその介護者

不適切処遇経験のある介護者が介護している利用者には、間
題行動が多い、聴覚障害があるなど、介護者の思うに任せな
い状況にあることが示唆された。在宅介護の継続が困難であ
ると判断した介護者は高齢の夫婦世帯が多く、健康状態や経
済状態の見通しがつかないものが多いと考えられた。

任氏 クルークのメン

バーが活動 を地域 に

発展 させ てい くプロ

セ スー認知症高齢者

(痴呆性 高齢者 )の
介護者 グループに焦

点 を当てて一

住民グループメンバーが活動を
地域に発展させていくプロセス

を記述する。

認知症高齢者 の介

護者 の会のメン

ノミーー

介護者は、高齢考の言よ知症の圧状に驚き、言動に振り回され
ながら高齢者を介護するという苦渋に満ちた段階を経験して
いた。
認知症高齢者の介護者の会のメンバーが活動を地域に発展さ
せていくプロセスとは、認知症高齢者の介護について地域に

伝えていくプロセスであった。

介護老人保健施設在
所者の家庭復帰へ影
響する要因一介護者
の在宅受け入れへの

移行に影響する要因
よリー

介護老人保健施設に在所中の言
齢者の介護者に在宅への受け赤
れの意向を調査し、その意向ハ

影響する要因を検討する。

老人保健施設在所
中の高齢者とその

介護者

問迦行動 は在τへの受 け人れ に影響す ることか ら、認知 HI嵩

齢者や家族 を支援す る地域 でのケアシステムを早急 に確 立す

ることが重要である。他の家族の協力が無いことや介護保険
制度の知識が不十分だと受け入れが困難となる危険性が高ま
るため、病院退院時や施設入所時に介護保険制度の情報を提
供し、制度の利用方法を啓蒙する必要がある。

誌�妊凸師石乞把 /‐
る家族介護者の「つ

どい」への参加の意
味―家族介護者の
ニーズに着目して一

2001 認 � /1Ett「 IPtt τ 卍 え 0家 族 クr憩
者の「家族の会」カミ主催する
「つどいJへのニーズに着目
し、参加の意味を明らかにす
る。

認知 lIE局 齢布 を狙

える家族介護者

家族介護者が |つ どい」に参加するということは情報を得る
ことや、自己の気持ちを表出し、新たに認知症に関する啓発
を支援するという意味があった。

クド護に対し易膝を把
えた介護者の思い 。

態度と訪問看護師の

支援に関する分析

介護に対して葛藤を抱えた介護
者の思い 。態度とその変化を明
らかにし、訪問看護における看
護援助について考察する。

効問看護 ステー

シ ョンに利 用者 と

その介護者

介護者の思い 。態反として、10のカテゴリーが得られた。ンド

護者は母親らしいことをしてもらえなかったという思いと、
自分がするのは仕方がないという思いとの間で葛藤していた
ことが明らかになった。

認知圧高齢者の家族
の体験

認知圧 の圧状発現か ら診断 され

るまでの高齢者 の家族 の体験 を

明 らかにす る。

誌/11江励FTP石 ど旧J
居し、介護してい

る家族

認知症の症状発現から診断されるまでの高齢者の家族の体験
は、《以前の高齢をとの比較で認知症の症状に気づく≫≪診
断までの手はずを整える≫≪高齢者の自尊心を傷つけないよ

う配慮する≫≪第二者から理解されたい≫《高齢者の変化に
戸惑う≫≪高齢者の気持ちに寄り添いたい≫≪自らの役割を
再認識する≫≪自分の存在する意味の喪失に対する不安≫≪

高齢者の症状にあつた介護方法を模索する≫という9つのカ
テゴリーに分類された。

認知症高齢者を居宅
で介護する家族介護
者の主観的QOLに
関する研究
― “介護に関する話
し合いや勉強会"ヘ
の参加経験や参加に
対する意志との関連
性について一

認知症高齢者を居宅で介護する

家族介護者 “介護に関する話し

合いや勉強会"の参加状況およ
び参加に対する意志について把
握し、家族介護者の主観的QO
L(現在の満足感、生活のハ
リ、心理的安定感)を測定す
る。また、両者の関連性を検詞
する。

要ク「護品師石を居
宅で介護する家族
介護者

(Ⅲ介護に関する詰し合いや勉J雲会 への,費(関心群は参洲
経験群に比べて主観的QOLが 低いことが示唆された。無関
心群の家族介護者が、認知症高齢者の介護をひとりでl■●え込
まず、認知症の疾患やかかわり方の知識を得る場、家族介護
者同士の交流の場など介護に関する話し合いや勉強会に参加

意欲や意志を持ち、積極的に参加していくとともに、主観的
QOLを 高めていくこと、そのための効果的な開催方法を考
案することが課題として考えられた。

初期認知圧者の自動
車運転中止の過程と
その関連要因

lyJ期認知liFてか日朗早建略τ IP
止する過程とその関連要囚を証
述する。

文診の活果耳の連
転中止を勧告され
た初期認知症者と
その介護者

運転中止の過程において介護者は、病者の説得に苦労し、家
族内の対立や近隣との革L韓や種々のストレスを体験してい

た。車のない生活への適応には家族の対応が影響していた。
認知症 ドライバーを早期に発見し、病態や家族の問題解決力
に見合つた介護者相談や外出援助の資源開発を行うことに
よつて、運転中止後の生活適応を助ける必要がある。

1 奇ζ却妊励師石τクraV
する嫁の介護意識の

変容

認知症高齢者を在宅介護する嫁
の介護への意識変容のプロセス

を明らかにし、看護実践に活オ

す方向性を見出す。

2年以上在宅で認
知症高齢者を介護
している嫁

介護者としての塚の存在を完全に否定でき/rい意識が塚目身
の中にも存在している。在宅での介護継続を促進させるため

には、近親者・専門職等を含めた周囲の反応や関わり方が嫁
の介護意識の変容に影響を与えている。

1 任毛認知圧同姉畜の

急性期の入院におけ
る医療・介護の支援
体制の実態一介護家
族インタビューを通
して―

任毛言よ知圧 高齢者 の急性別人販

に際 しての現状 を知 り、医療・

支援体制 のあ り方の検討 す る。

急性期の病状での

人院を経験した在
宅認知症高齢者の

介護家族

認知症高齢者は認知症以外の疾患も抱えているため、通院、
訪問診療、人院先の確保は療養生活に欠かせないものであ
り、認知症高齢者が入院に至った際、家族は重大な身体的・

精神的負担を貪っていた。

認知症高齢者の在宅生活継続を支えるための

ケアシステムに関する文献的考察

対象とした文献の一覧を分類ごとに表 2,表   提供する専門職または介護者を通 lノ て高齢者の
3,表 4に示す。                状況を把握し,ニーズや援助について検討する

1.高齢者への支援              方法が取られていた。

高齢者への支援に関連した研究では,ケ アを   認知症が軽度の初期段階では身体的な問題よ
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表4 対象とした文献の一覧 <高齢者介護のためのケアシステム>
又 冊

恐提
表題 廟

生
調査目的 対象者 結果 ,結論

1 潮∫F何 普
`と
,妾不丁皆卜にお

ける高齢者の地域ケ
アシステムに関する
ニーズとその傾向

郡〒F音
`と

農不丁司
`に
ネSけ る局齢有

地域ケアシステムについての要
望の実態と両地域の違いを明ら
かにし、地域特性を生かした体
制づくりの方向性を検討する。

判
`F「

部 と農 TNI晋
`に在住す る高齢者

考卜雨¬∫は社会浩動傘どをlHHし た住民同士の協力体制の強化
を、農村部では気兼ねなく利用できる公的サービスの充足
充実を図つていくことの必要性が示唆された。

郷 /1kl■ ■師石の剋J●X
ケアシステムー岩手
県花巻・北上地区地
方連絡会の取り組み

半成 4年から 1老人性 JIu呆疾患モデル事業」による取り組み
を行つた。痴呆忠者に関与する諸施設間で、共通の情報交換
の場が確保され、関連諸施設から病院への患者紹介が円滑に
なり、病院の後方施設としての老人保健施設や特別養護老人
ホームとの連絡体制が密接になった。

過疎高齢地域に在住
する痴呆性老人早期
診断・早期対応シス

テムの構築に関する
実践的研究 (2)一精
神医学的相談と地域
精神保健チームの連
携を含む統合的地域
ケアシステムー

医療貧沢か小足する過塚局齢地
域において、痴呆性高齢者を早
期に診断し、早期に適切なケア
を供給するための現実的なシス
テムを考案する。

石令W休健↑日畝τ利
用した高齢者のう
ち、認知症疑いま
たは軽度認知症と
判定された人

認知左駐いの高齢者に刺しては、広範な精神医字的鑑別診
断、精神医学的管理と心理社会的ケア、かかりつけ医への情
報提供、手段的ADL低 下に対する生活支援、独居者に対す
る社会的ネットワークの強化が必要とされる。

4 地域における老年期
痴呆の早期発見・早
期対応システムの構
築に向けての取り組
み

地坂在毛局節有の認知機能低 卜
者をスクリーニングし、専F珂医
療機関への受診と地域ケアに結
びつけるシステムを構築する取
り組みにおける課題をまとめ
る。

65戒 以 上 島齢 者 地坂における老写別獅米の早期発見・早別対応システムを構
築する上で、低年齢で認知機能が軽度低下している者への音
及啓発が特に重要である。

4T以
`住
七クr譲又仮

センターが関与した
高齢者の処遇困難事
例の実態

υ行政か関わつている処遇困剣
事例のぬ容、把握契機、処遇、
連携状況、処遇経過の状況をリ
らかにする。②処遇困難事例互

早期把握および地域との連携チ
法、予防策を考察する。

住宏伯仕予功「
lT、

保健所、社会福祉
協議会が把握した
事例のうち、処遇
困難と思われる事
例

処遇困難のハイリスクは比較的後期高齢者の男性独居といえ
るので、独居高齢者のサポー トシステムを作ることが重要で
ある。疾病・障害、特に認知症がきっかけで処遇困難となる
ことから、専門職同十のみでなく地域の関係者との横の情報
交換が重要である。

認知た を地坂 で支 え

る 宮城 県栗原市の
実践

医原資源の乏しい過疎高齢地域における地域ケアシステムづ
くりの基本は、保健医療福社専門職と住民が認知症に関心を
もち、認知症を知るための仕組みをつくることであり、その
骨組みにはネットワークが必要である。大都市におけるシス
テムづくりと救急と身体合併症医療は今後に戎された重要課
題である。

居宅サービス利用水
準の地域差と在宅化
推進に関する一考察

要介護認定者一人当たりの居党
サービス利用水準の地域差を栃
険者別に把握する。また、水琴
を高くすることに寄与していて
要因を明らかにする。

男 1サ萩休嶼有 の
「介護保険事業状

況報告 Jデータ、
公文書 、高齢者 ケ

ア関係者

居宅サービスの利用水準が高い地城の地坂クアシステムは、
様々なサービスの単なる寄せ集めではなく、利用可能な社会
資源を有効に連携させ、包括的サービスが提供できる体制に
なっていることが分かつた。

甲山同地以 局齢有の

療養場所移行の現状

と支援 の必要性

甲四聞地域における局齢者の場
養場所移行の現状と関連する夢
囚を明らかにし、地域におけそ
支援の必要性の検討する。

)丙 元に人尻し、継
続してケアを必要
とする65歳以上
の高齢者

施設移行洋の特徴に 11人暮らしJ I認知圧があるJ I要介
護4～5Jな どが認められ、地域で生活し続けるための支援と
疾病・障害の重度化を予防する支援の両者が求められる。
地域で生活し続けるための支援として、中山間地域の環境か
ら居住系資源の検討や集落を単位とした支援組織作りなどが
求められる。療養移行を支援する基盤は関係機関・関係者間
の連携である。

りも精神症状に対する支援が多かったが,認知
症の進行に伴って寝たきりの状態が進み,中等

度以上になると日常生活の全面的な介助が必要

となる (長谷川,2000)こ とが確認されるとと

もに, 日常生活の自立度高群と自立度低群を比

較した場合, 自立度高群のほうが良くも悪くも

状態が変化しやすい (森田,2002)こ とが明ら

かになっていた。在宅生活継続には高齢者の認

知能力が関連しており,高齢者の判断力や自立

度に合わせて日常生活援助や身体的援助,精神

的な援助,環境調整,健康管理などが必要とさ
れており,専門職に求められる内容は多岐にわ

たっていた。

2.介護者への支援
在宅介護の受け入れや継続に影響する要因と

して,高齢者の問題行動,認知症や介護保険制

度に関する情報の有無,高齢者のADL依 存度
などが挙げられ,介護者による高齢者への不適
切処遇や介護者のQOLの 低下にまで影響を及
ぼしていた。

認知症をもつ高齢者の介護者が理解者を求め

ているとする文献は多い。介護者は特に高齢者

が認知症を発症した初期段階において,高齢者
の認知症の症状に驚き,言動に振り回されなが

ら高齢者を介護するという苦渋に満ちた段階

(加藤,2005)を経験するなど、身体的にも精

神的にも負担を負っていた。

しかし,介護者の精神的負担が報告される一

方で,介護者は高齢者を大切に思う気持ちも
持っていることが明らかになっていた。

祝原あゆみ・吾郷ゆかり
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家族の協力や,介護の大変さを認め分かって

くれる人の存在が,在宅介護の継続に大きな影

響要因となっていた。一方で,介護代替者の不

在は在宅介護中断の大きな要因となっていた

(赤澤,2002)。

3.ケアシステム
ケアシステムにおいては,関係機関・関係者

間の情報の共有と連携,早期診断・早期対応 ,

独居高齢者への対応などの重要性が指摘されて

いた。

医療について,高齢者の在宅生活継続のため

には精神医学的鑑別診断機能と継続的な精神医

学的管理機能を有する医療機関が必須であり,

保健医療の確保は高齢者の療養生活に欠かせな

いものであるが,救急と合併症医療の確保につ

いては今後に残された重要課題とされていた

(栗田,2006)。

医療資源の乏しい過疎高齢地域においては特

に,保健医療福祉専門職だけでなく地域住民と

ともに作るケアシステムが必要とされていた。

V.考 察

1.認知症高齢者の状態の変化
記憶障害および失語。失認・失行などの認知機

能の障害のため,高齢者が自身の状態やニーズ

を表現することは非常に困難であり,真のニー

ズを明らかにすることは容易ではない。よって,

介護者や専門職は高齢者のニーズを推測しなが

ら支援していくことが要求される。

認知症は非可逆性かつ進行性の疾患である。

その中核症状は記憶や認知機能の障害である

が,症状の進行に伴って日常生活の自立度が低

下し,活動性の低下,身体機能の低下を招き,
やがて高齢者は全面的な介護が必要となってい

く。高齢者の状態が病状的にも精神的にも不安

定で変化しやすい初期段階では特に,状態に応

じた日常生活の援助が重要であり,そのために

は適切にアセスメントを行い, タイミングよく

介入することが必要であると思われる。また,

高齢者の多くが身体的な基礎疾患を合わせ持っ

ていると考えられ,認知症によって治療行動に

影響が出ることも予想される。記憶障害や認知

障害による様々な症状に注意が向きがちである

認知症高齢者の在宅生活継続を支えるための
ケアシステムに関する文献的考察

が,身体的な健康管理も重要であり,支援が必

要であると思われた。

2.介護者の置かれている状況
介護者にとっての在宅介護継続に影響する要

因は大きく分けて「高齢者の問題行動」「高齢

者のADL依 存度」「介護に必要な情報」「理解
者・介護代替者の存在」であると考えられた。

1)高齢者の問題行動
認知症発症ご早期の段階においては特に,介

護者は認知症に伴う高齢者の変化に戸惑い,そ
の対応に疲れ,様々なストレスを体験する。徘

徊や暴力行為などの問題行動は認知症の中核症

状によって二次的に起こる障害である。環境調

整や対応の工夫などで改善が期待できるため,

介護者がこれらの方法を取り入れることができ

るような支援が望まれる。疲れやス トレスを蓄

積した結果,介護者自身の健康障害に至れば介

護を中断せざるを得ない状況に追い込まれるこ

とになる。

2)ADL依 存度
介護に体力を要し,介護者に身体的な影響を

与えるADL依 存度は介護者の負担感にも影響
している。

高齢者のみの世帯や昼間独居の高齢者が増加

し,家庭での介護者の介護力にも限界がある。

その限界を超えると介護者が在宅介護の継続を

あきらめてしまうのではないかと思われる。

3)介護に必要な情報
認知症高齢者の介護は,正 しい知識を持って

すれば困難を減らせることも多い。認知症とい

う病気や介護方法,介護保険等の知識を持つこ

とは,介護者の負担を身体的にも精神的にも軽

くすることができると思われる。高齢者を支え

ていくことに介護者が少しでも自信を持つこと

ができるよう,適宜情報を得られる環境が必要

である。また,孤独感を軽減し,介護者の健康
を維持しながら介護を継続していくためにも,

介護者の会や勉強会など,支援に関する情報を

得る機会が必要である。

情報が氾濫する社会の中にあって,適切な情

報提供を行うことは専門職の重要な役割である

と思われる。

4)理解者・介護代替者の存在
認知症に対する地域の否定的な価値観や認知
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自述

時 間

:介入なし

祝原あゆみ 。吾郷ゆかり

!適切な介入あり

図 ]認 知症高齢者への支援的介入による自立度の変化

症高齢者の問題行動,家族の無理解などによる

精神的負担は介護者の健康状態を悪化させる一

因ともなり得る。まず介護者の介護を認め,大

変さを受け止めることで介護者の中で高齢者に

対する肯定的な思いが増幅され,介護継続の大

きなエネルギーになると思われる。介護者を精

神的にも身体的にも支えていくために、孤独な

中での介護をなくすことが早急に求められる。

3.在宅生活継続のためのケアシステム
「認知症高齢者の状態の変化」と「介護者の

置かれている状況」についての検討から,認知

症をもつ高齢者と介護者の支援においては, タ

イムリーな支援, とりわけ初期段階における対

応が重要であると考えられた。高齢者の状態が

変化や介護者の戸惑いが大きいこの時期の支援

が問題行動の出現や悪化を左右し,適切なアセ

スメントにもとづく適切な介入は認知症の進行

を緩やかにし,高齢者の日常生活自立度を保つ

ことが可能になるのではないかと考え,図に示

した (図 1)。 高齢者の状態の変化は介護者の

負担に多大な影響を与え,結果的に在宅生活継

続に影響していくものと思われる。

独居の場合はすなわち介護者が不在の状態で

ある。サービスを組み合わせても高齢者を24時

間見守り,安全な暮らしを支えることは現状で

はかなり難しい。高齢者が在宅生活を継続させ

るためには介護者の存在が非常に重要である。

介護者が健康で体力気力ともに充実した状態で

介護できるような環境が必要と思われる。

認知症は脳の病気であり,早期の診断と病気

の進行に合わせた適切な医学的管理が必要であ

る。この医学的管理情報が高齢者と介護者の生

活を支える指針ともなる。認知症の診断・管理

が可能な医療機関をはじめ,救急や身体疾患お

よび合併症への対応等,医療が担う役割は非常

に大きいと思われる。医療機関を中心とした保

健福祉関係機関との情報交換により連携が取り

やすくなると同時に,高齢者の在宅生活を支え

るための指針が定まり,同 じ目的を持つことに

よって高齢者や介護者を混乱させることなく支

援していくことができると思われる。

過疎地域と都市部では,高齢者と介護者を取

り巻く環境に差異がある。乏しい社会資源を補

完するためには,早期発見・早期対応とともに

認知症予防活動や啓発活動にも重点を置くこと

も必要であろう。認知症が疑わしい者の早期受

診を本人に納得させるためには,その必要性を

健康な頃から認識していなければならない。保

健医療福社の専門職だけでなく,地域住民も認

知症という病気に関する知識,早期診断・早期

対応の必要性,介護に関する情報について学
び,地域全体に普及啓発していくことが必要で

ある。認知症への偏見や近寄りがたさをなくし,

認知症について気軽に語ることができる地域づ
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くりが社会資源の連携とともにケアシステムの

上台になると思われた。

高齢者と介護者を孤独にさせないために,地

域全体で認知症を理解し,支えていくことが望

まれる。

Ⅵ .結語

認知症高齢者に焦点をあてた文献検討によ

り,高齢者が住み慣れた地域で在宅生活を継続

させるために必要な条件について検討し,ケア

システムについて考察した。

認知症高齢者の状態は特に初期段階で変化し

やすく,介護者もこの段階での戸惑いが大きい

ことが分かった。したがって, この時期の支援

が後の在宅生活の継続を左右するのではないか

と思われた。

認知症高齢者の在宅生活継続支援のためのケ

アシステムは,発症後早期からの適切な対応や

社会資源の連携とともに,保健医療福祉の専門

職だけでなく,地域住民も認知症に関する正し

い知識を身につけ,地域全体で認知症を理解し,

高齢者と介護者を支えていくことが必要である

と考えられた。
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